











単純に計算すれば、2009 年末の時点で、約 20 万人の外国人研修生・技能
実習生が日本で活躍しているということになる。そのうち、中国人は非常
に多く、全体の 7 割以上を占めている。したがって、中国人研修生・技能


























　広東省広州市では、2005 年 10 月から 2006 年 1 月まで、また翌年の同
時期において、2 回にわたり、1 回につき約 4 ヶ月、日本語教師として研
修生の事前教育に携わり、事前教育受講生計 19 名に接した。彼らは日本










　受け入れ企業の A 工業は、群馬県伊勢崎市にあり、創立しておよそ 40
年の歴史をもち、2009 年時点において資本金 2000 万円で、従業員 75 名
の中小企業である。2003 年に、海外進出を果たし、中国広東省仏山市に
S 工業有限公司を設立し、主に自動車やコンピューターなどの機能部品を
製造販売している。A 工業が最初に研修生を受け入れたのは、2004 年 1
月において、中国広東省広州市の技工学校（工業高校）卒業年次生の男子
生徒 3名である。それから、2005 年 1 月には 2 名（女）、2006 年 1 月には
6名（男 2、女 4）、2007 年 1 月には 5 名（男 3、女 2）、2008 年 1 月には 6
名（男 2、女 4）、合わせて 5 期、技工学校 4 校の卒業年次生計 22 名（男
10、女 12）を受け入れた。筆者が事前教育を通して接したのは、3 期生候
補者 10 名と 4 期生候補者 9 名、合わせて 19 名である。そのうち、2006
年 1 月に 6 名（男 2、女 4）、2007 年 1 月に 5 名（男 3、女 2）、2008 年 1











ために、筆者は、2009 年 8 月から 11 月にかけて、約 4 ヶ月にわたり、広
州市で追跡調査を行った。
　2008 年 9 月から 2009 年 7 月まで、愛知県豊川市にあるカーテンメー




は、1948 年に創立し、2008 年時点で資本金 9800 万円、従業員 80 名前後
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の中小企業である。2007 年 7 月に、福井県Ｆ組合を通して、初めて中国
人研修生を 4名（男女各 2 名）受け入れた。その後、毎年 11 月に 2名、7
月に 4 名という具合で、2010 年 8 月現在まで、中国人研修生・技能実習
生計 16 名（男 7 名、女 9 名）を受け入れた。4 もっとも、2008 年後半に始
まった不景気の影響を受け、2009 年 11 月分と 2010 年 7 月分を見合わせ、
2010 年 11 月から受け入れを再開する予定だということである。5




時間にわたった長いインタビューをした。さらに、2010 年 9 月、2010 年
7 月中旬に Y 社から中国に帰国した元研修生・技能実習生（DGC、男、
1978 年生まれ）の出身地である庄河市（大連市管轄下の県級市）太平嶺
郷 C 邨において調査を行った。
　2010 年 4 月、筆者は友人の紹介で、愛知県 T 組合の担当者 SK（男、50
代後半）と知り合い、当組合から新規入国の中国人研修生・技能実習生 9
名に対する日本語教育の依頼を受けた。9 名のうち、6 月 12 日に従来の
在留資格「研修」で入国した 6 名は S 食品（豊橋市にある受け入れ企業）
と X 工業所（豊橋市にある受け入れ企業）に 3 名ずつ、7 月 24 日に新設
の在留資格「技能実習 1 号」で入国した 3 名は S 食品に配属された。S 食
品と X 工業所はともに 2000 年から受け入れ始め、毎年 6 月に 3 名ずつと
いう具合で、現在まで、S 食品は 36 名（2007 年 6 月のベトナム人 3 名を
除き、その他 33 名は中国人）、X 工業所は 33 名（全員中国人）の実績が
ある。筆者が関わった日本語教育は、S 食品、X 工業所と M 市民館とい
う三箇所で行われた。そのため、T 組合、S 食品、X 工業所の責任者だけ
でなく、M 市民館の方々や、受講者の先輩に当たる技能実習生 12 名に触
４ 2007 年 7月に受け入れた 4名のうち、2名は失踪した。1名（男）は来日一ヶ月後に失踪したが、
およそ半年後に新宿で警察に捕まり、中国へ強制送還されたという。もう 1 名（女、1980 年
生まれ）は、2009 年 6 月 24 日に、農家でアルバイトをしていることが発覚し、3 日後に中国
へ送還すると言われた直後の 25 日に失踪した。このように、筆者が日本語教育を通して接し
たのは 15 名である。
５ 2010 年 2 月 28 日（日）、Y 社の会議室で YM 専務（社長夫人、60 代前半）との会話による。
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中国人研修生・技能実習生の日本出稼ぎ移動



















より、財団法人国際研修協力機構（Japan International Training Cooperation 































研修生 10 万 1879 人に限って見れば、「政府関連型」による受け入れは
1 万 4506 人で、全体の 14.2% を占めている。残る 8 万 7373 人（全体の
85.8%）の研修生は、主に民間レベルの協力に基づく受け入れとなって
いる。そのうち、JITCO が入国を支援した研修生は 6 万 8150 人（全体の
66.9%）である。中でも、「団体監理型」は 90.4% を占めており、「企業単
独型」（9.6％）をはるかに上回っている（JITCO 白書 2009:109）。JITCO






万 8514 社を規模別に見れば、資本金規模 3000 万未満の企業は 81.2%、従


















てきた結果、2009 年 7 月の改正法により、2010 年 7 月 1 日より新たな技
能実習制度が施行されている。新しい制度では、公的研修や実務を伴わな
い研修に該当する場合を除き、外国人研修生・技能実習生は在留資格「研
修」の代わりに「技能実習 1 号」で日本に入国し、最長 2ヶ月集合研修を
受けた後、雇用関係の下で技能実習活動を行い、労働基準法や最低賃金法
等の労働関係法令が適用される技能実習に移ることになる。技能実習１号



















































法令（2010 年現在では、2004 年 1 月 12 日に商務部の第 1 回部務会議で可
























数を大幅に上回るケースも見受けられる。例えば、2009 年 12 月時点にお
いて、大連市対外経済貿易局に登録され、研修生派遣の許可を得た労務公
司や国際経済合作公司（送り出し団体）は 70 にものぼるが、8 そのうち、




































能実習生も「来 / 去日本研修」（日本へ研修に来る / 行く）ではなく、「来













実質的な変化があるとは限らない。例えば、T 組合の SK と S 食品の ST
専務によると、2010 年 6 月に「研修」での入国者 6名と 2010 年 7 月に「技




















ける作業を行う A 工業の研修生・技能実習生の JRL（男、1987 年生まれ。





工業高校 4校から 10 名ずつ推薦された候補者計 40 名のうち、事前教育受
講者として選抜されたのは 10 名程度に過ぎず、さらに最終的な選考を経
て研修生として日本に迎え入れられたのは、2006 年度は 6 名、2007 年度
は 5 名という具合であった。また、大連市 L 労務公司の総経理の SJJ と威
海市 Z 有限公司の総経理である BDL （男、50 代前半）によると、最終選
抜の段階において、研修生・技能実習生の求人件数に対する面接者数の割
合は、2006 年前後まではおよそ 1:4 だったが、その後、やや低下の傾向を































10 これは、2006 年 11 月 7 日に HY から筆者宛てに送られてきた E-mail からそのまま転用した
ものである。
















迫られた中小企業が続出する中、A 工業は、2009 年 1 月に、一部の技能
実習生とは契約中にもかかわらず、契約を打ち切り、中国人研修生・技
能実習生を全員中国に送還した。また、Y 社も受け入れを見合わせること
にした。さらに、Y 社の研修生・技能実習生の ZYJ（女、1980 年生まれ。
2007 年 7 月に来日）は、2009 年 6 月 24 日に、YGX（女、1980 年生まれ。
2007 年 11 月に来日）と一緒に農家でアルバイトをしていることが発覚し、
3 日後に中国へ送還すると言われた直後の 25 日に失踪した。YGX は 2009
年 6 月 27 日に、中国へ送還された。
　しかし、ZYJ がアルバイトをするのは 2009 年 6 月に始まったことでは
ない。筆者は、Y 社で日本語教育を始める直前の 2008 年 9 月 4 日に、Y
社の YM 専務（女、60 代前半、社長夫人）から、当時 ZYJ がすでにアル
バイトをしていることを知った。そして、2008 年 9 月 7 日（日本語教育
12 2009 年 2 月 22 日、日本語の授業が終わった後、YM 社長（男、60 代半ば）が西小坂井駅まで送っ
てくれる途中の会話による。
13 2010 年 6 月 14 日、T 組合の SK、S 食品の ST 専務、X 工業所の XM が同行で 6 月 12 日に入
国した 6 名の研修生を豊橋市市役所につれていき、外国人登録手続きなどを済ませた後、市
役所 13 階のレストランで昼食をとるときの会話による。







































　例えば、NJF（男、1989 年生まれ。2007 年 1 月から 2009 年 1 月まで滞











なんでしょうか」15 と。NJF と PQT に確認したところ、HY の思った通りに、
本人達には A 工業の現地法人に就職した意識は全くなかったのである。








2005 年 6 月から 2008 年 6 月まで、岡山県岡山市にある有名な学生服メー
カーの研修生・技能実習生として滞日）の事例からも裏付けられる。HLC
15 2009 年 10 月 4 日、HY から筆者に送ってきた電子メールの内容をそのまま引用したものであ
る。




は、2009 年 9 月に、大連市近郊で面積 100㎡ほどの空室を借りて小さな工
房を立ち上げ、20 人の従業員を雇い、韓国向けの衣料加工貿易を始めた。













関しても、粉飾が見られる。例えば、2010 年 7 月に愛知県 T 組合が受け
入れ団体となって受け入れた 3 名の在留資格の申請書類には、技能実習生
と送り出し団体との間で結ばれた「日本での技能実習協定書」があるが、
そこに記載している金額は 1.2 万元（内訳、出国関係 6000 元、保全管理
4000 元、帰国関係 2000 元）となっている。しかし、3 名が送り出し団体
の威海市 Z 有限公司に支払った実際の金額は 5.5 万元である。そのうち、
2 万元は保証金で、無事に中国に帰国したら返却してもらえるという。実
際の金額と在留資格申請書類の記載金額の違いについて、T 組合の担当者












3000 元）は免除されなかったという。一方、威海市地域出身の S 食品・X
工業所の研修生・技能実習生が来日のためにかかった諸費用は 5万元前後
で、そのうち、保証金は 1 ～ 2 万元を占めている。大連市地域出身者の場
合、個人差が大きく、最も少ない人は 2.5 万元で、最も多い人は 7.5 万元









る。広東省には 1社（広州市 1 社）しかないのに対し、遼寧省には 34 社（大
連市 22 社）、山東省には 46 社（威海市 6 社）もある。18 さらに、人々の研
修・技能実習に対する認知度にもよると思われる。筆者が広州市での事
前教育を通して接した受講生 19 名は、研修のことを多少知った上で応募



































しかし、JLW と社員寮の相部屋をシェアしている LFZ（男、1985 年生まれ。
2008 年 7 月から 2010 年 10 月現在まで滞日中）は、「僕は直接 L 労務公司
に応募してみたが、受理してもらえなかった。結局、仲介業者を紹介され、





余計に 1 万元支払わされた。L 労務公司はきっと仲介業者とグルになって
いるに違いない」と不満を漏らした。20
　LFZ の言うことは全くあり得ないわけでもない。例えば、HQL（女、
1978 年生まれ。2005 年 9 月から 2008 年 9 月まで、岡山県の有名な学生服
メーカーの研修生・技能実習生として滞日）は、2010 年 1 月現在、大連
市開発区で服装店を経営する傍ら、ブローカーとしても活躍している。彼




し団体の D 合作公司に 3 人紹介することに成功した。一人につき、仲介
料として 1 万元ずつもらったが、労務公司への「好処費」（協力費）を控
除して、彼女の手元に残ったのは約 2 万元だという。21
　また、同じく庄河市出身の HYC（男、1978 年生まれ。2004 年 4 月から













20 2008 年 10 月 12 日（日）、昼休みの間、Y 社の社員寮で JLW、LFZ との雑談による。
21 2010 年 1 月 20 日（水）、大連経済開発区にある HQL の店を訪れた後、近くの喫茶店で HQL
に対するインタビューによる。



























































































































































































当今学术界一个非常关注的研究焦点。20 世纪 90 年代以后，日本施行外国
人研修技能实习制度，大批没有海外据点或海外关系的日本中小企业希望接
收外国研修生技能实习生的愿望因此得以实现，来自亚洲各国尤其是中国的
研修生技能实习生总数逐年增多。目前，大约 20 万外国研修生技能实习生
活跃于日本全国各地，其中中国研修生技能实习生独占鳌头，超过总人数的
70%，已成为日本产业界不可或缺的劳动力。
本文基于笔者长期实施的人类学田野调查，探讨中国研修生技能实习生
在中日两国的制度制约下赴日移动的实况及问题所在。日本政策上并不允许
引进外国非熟练劳工，外国人研修技能实习制度的本来目的是通过技术技能
转移和人才培训向发展中国家提供援助，为国际社会作贡献。但笔者的田野
调查表明，接收研修生技能实习生的日本企业多数是“3K（脏累险）”工种
的中小企业，在日本国内难以确保廉价的劳动力维持生产。因此为缓解劳动
力短缺的压力，借研修技能实习之名义接收研修生技能实习生，将之作为单
纯劳动力“灵活”使用的情况相当普遍。另一方面，中国则将对日输送研修
生技能实习生定位为对外劳务合作，换言之中国研修生技能实习生在输送方
看来就是赴日劳务工人。而作为跨境移动主体的研修生技能实习生其本人也
将赴日研修视为出国打工或出国劳务。劳务公司出于营利目的，尽管实际上
与中介联手招聘候选人，收取高额费用等，可是操作上按照日本政策制度要
求处理的情况屡见不鲜。
笔者认为，日本国内政策制度与实际运作之间的表里不一，中日双方对
研修技能实习的定位分歧，是导致日本接收单位、中国输送单位以及作为跨
境移动行为主体的研修生技能实习生之间产生有意或无意误解，发生矛盾冲
突与摩擦争执的原因所在。
